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平成16年8月9日に発生した美浜発電所３号機の事故につきまして、５名もの方の尊
いお命が失われ、6名の方が重傷を負われるという極めて重大な事故を起こし、被災
された方々、ご遺族、ご家族の皆様、ならびに木内計測（株）には、深くお詫びを申し
上げます。

日頃から発電所の維持運営にご協力頂いております協力会社の皆様や、地元福井
県、美浜町の皆様をはじめ、近隣の住民の皆様方、さらには国、地元の自治体ならび
に関係ご当局の方々などに、多大なるご心配とご迷惑をお掛けしましたことにつきま
して、改めて深くお詫び申し上げます。

お亡くなりになられました方々のご冥福を衷心よりお祈り申し上げ、また、重傷を負
われました６名の方の一日も早いご快復を心から願うとともに、当社として、できる限
りのことを、責任を持って果たして参る所存でございます。

今回の事態を重大なことと受け止め、事故原因の究明と対策に、全力を尽くすととも
に、再発防止を徹底してまいります。

さらに、二度とこのような事故を起こしてはならない、との固い決意のもと、全役員、
全従業員を挙げて、信頼の回復に向け、あらゆる努力を続けてまいります。
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事故の概要

○ ８月９日、美浜発電所３号機で、定格熱出力運転中、２次系復

水配管（復水流量計オリフィス下流の部位）が減肉により破損し、

タービン建屋内に蒸気・熱水が流出した。

○ 緊急負荷降下中に原子炉は安全に自動的に停止した。また、

周辺環境への放射能の影響はなかった。

○ 発生当時、建屋内にいた作業員１１名が被災し、５名が死亡。

被災者は８月１４日から開始予定だった定期検査の準備作業を

行っていた。（被災者の被ばくなし）

○ 当該部位は「原子力設備２次系配管肉厚の管理指針（ＰＷＲ）」

に基づく肉厚測定対象箇所であったが、登録が漏れていたため、

過去に肉厚測定の実績はなかった。
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事故後の対応

○ 直ちに、運転中プラントのタービン建屋等への立入制限等の労働
安全の確保を実施した。

○ 全プラントで２次系配管肉厚管理における肉厚測定漏れの有無
のチェックを実施した。

○ 美浜３号機を除く、全プラントのうち運転中の８プラントを計画的
に停止し、また定期検査中の２プラントについては停止中に、肉
厚測定を実施し安全上問題になる箇所がないことを確認した。

（１０月１日 肉厚測定終了）

○ 中間とりまとめを行い、当面の対策等を公表した。 （９月２７日）

○ 経済産業省から厳重注意、技術基準適合命令及び定期安全管
理審査の評定格下げ「B→C」を受けた。（９月２７日）
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当該配管が登録漏れにより破損に至った経緯（１／３）

１．自主管理から体系的な減肉調査へ

○昭和50年代 ２次系配管の肉厚測定箇所を社内標準に定め肉厚測定を実施。
「原子力発電所定検工事範囲指針」（S57.12) の策定

「2次系配管経年変化調査工事・対策要領」(S59.7)の策定

○昭和58年 高浜２号機で２次系配管減肉による蒸気漏洩事故発生。

○昭和60年～ 体系的な減肉調査開始。

○昭和61年 米国サリー２号機で給水管破断事故が発生。

２．「指針」策定に向けて

○昭和62年10月 三菱重工業に２次系配管の肉厚管理指針作りを委託。

○平成2年5月 「原子力設備２次系配管肉厚の管理指針（PWR)」を策定。

（PWR５電力に共通する自主指針）

３．三菱重工業が「指針」を適用し肉厚測定

○平成2年6月～ 「指針」の適用を開始。

（肉厚測定は平成8年まで三菱重工業で実施）

美浜３号機の当該部位は当初から登録が漏れており、指針を初めて適用した
平成3年1～6月の定検以降、肉厚測定されず。

3



４．三菱重工業から日本アームへの移管

○平成7年 ２次系配管肉厚管理業務の三菱重工業から日本アームへ当該部位が登録漏れ

のまま移管。

○平成8年9月 三菱重工業へ、最新のスケルトン図、過去の測定データ等の整理・引渡しを依頼。

○平成9年１月 三菱重工業は、日本アームとの契約（＊１）に基づき、美浜３号機を含む４プラント

において、肉厚測定の調査工事計画を策定し、日本アームに提出するとともに、

肉厚測定について日本アームを指導した。

○移管後 日本アームは、原子力サービスエンジニアリング（三菱重工業の子会社）と、配管

関係トラブル情報の提供、調査計画への反映事項の提案を行う等の契約（＊２）を

締結。（定検毎）

＊１：２次系配管経年変化調査工事の計測指導工事

＊２：２次系配管経年変化調査助勢工事
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当該配管が登録漏れにより破損に至った経緯（２／３）

５．日本アームが肉厚管理業務を実施

○平成9年10月 当社から日本アームに「図面と現場の照合」と「検査用図面のCAD化」を委託。

○平成9年～11年 当社は日本アームの原子力検査データ処理システム（NIPS）開発を支援。

○平成14年 当社から日本アームに ＮＩＰＳの機能拡張を委託。

日本アームへの移管は、技術力・管理技術を評価しつつ、適切に実施された。



○ 平成15年4月 日本アームが美浜３号機の破損箇所の登録漏れを発見したが、ＮＩＰＳに登録し

たのみで、登録漏れの連絡及び５月からの定検での肉厚測定の提案なし。

○ 平成15年6月 美浜３号機第２０回定期検査（平成15年5月8日から平成15年7月15日まで）の

総括報告書を受領。

（スケルトン図に当該部位の登録漏れを反映済みであったが、当社にその旨の通知なし。）

○ 平成15年11月日本アームが次回定期検査(平成16年8月～)時の肉厚測定箇所の提案。

（肉厚測定すべき４２０箇所を記載したリストを電子メールで受領、未登録箇所等の注記なし。）

７．日本アームが破損箇所の漏れを発見
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当該配管が登録漏れにより破損に至った経緯（３／３）

○ 当社、三菱重工、日本アームの３者が関与する２次系配管の減肉管理ミス

○ 当社の「原子力安全」を組織的に確保するための品質保証システムや保守管理システムの

整備が不十分。

⇒ 当社として、登録漏れを是正するしくみがなく、設備を維持・管理するものとしての責任を痛感

原因

○ 平成 7年 三菱重工業は、泊１号機の当該部位（登録漏れであった）を追加修正。

○ 平成 9年 三菱重工業は、敦賀２号機の当該部位（登録漏れであった）を追加修正。

⇒ いずれのケースについても、当社、日本アームへの登録漏れ、追加修正の連絡なし。

（日本アームは三菱重工業の子会社とトラブル情報提供契約を締結 ： 前ページの＊２ ）

６．他電力における当該部位の登録漏れの追加修正



当面の対策（中間とりまとめ（平成16年9月27日)での報告）
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【組織】
○ 社長の原子力事業本部長就任、技術系役員の福井駐在。
○ ２次系配管肉厚管理業務専任の係長及び担当者を各発電所に追加配置。
【労働安全】
○ 協力会社、地元の方々のご理解が得られるまでの間、運転中プラントへ
の立入りを制限するなど。

【調達管理】
○ ２次系配管肉厚管理業務（測定業務は除く）は当社自ら実施。
【現場管理】
○ 肉厚管理が必要な配管への表示札取り付け。
○ 定検における現場作業等の監督業務の直営化。
【教育】
○ 体系的に肉厚管理の重要性を含む教育の実施。
【水平展開の仕組み】
○ 水平展開を実施することにより、情報の共有化を図る。
【協力会社とのコミュニケーション】
○ 発電所所長が元請会社と個別対話を行う等、協力会社との情報共有化。



7今後の課題

② 労働災害防止対策の徹底

５名の尊い命が失われ、６名の方が重傷を負われる極めて重大な事故
であること及び厚生労働省（福井労働局）からの指導も踏まえ検討する。

③ 高経年化への対応

現行の保全体制の課題を整理、メーカ等を含む体制の再構築等、組織
及び人の視点を含めた検討を行う。

高経年化した原子力発電所においては、配管の減肉などの経年劣化
事象がより顕在化することが考えられることから、より慎重な点検管理
や設備の更新等を検討する。
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④ 地元との信頼回復

これまでも地元との共存共栄を図ってきたが、今一度原点に立ちかえり、
福井県との新しい時代の共生に向けた取組みを進めていく。
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① 品質保証システム等の再構築

○ 確実な保全業務の実施を目指すために、原子力以外の役員を含む
社内関係者及び社外有識者を委員として構成する「原子力保全機能

強化検討委員会」を設置し、以下の項目について検討を行っている。

9,



8品質保証システム等の再構築

事実の再確認

分析・評価及び問題点の抽出

・現地調査
・業務フロー

根本原因の解明
(ﾙｰﾄ･ｺｰｽﾞ･ｱﾅﾘｼｽ)

保全業務全般への水平展開

現場マネジメント層、
現場担当者レベル、
メーカ、協力会社

マスコミ、有識者、
各種団体、一般等

主観的意見

客観的意見

当該部位の登録漏れの経緯につ
いて当社中間とりまとめにて報告
したが、さらに深堀りして調査中。

現地調査、業務フローとの対比
等により分析・評価を行い、問題
点を抽出

問題点から、根本原因を究明

根本原因に対する改善策の立案

2次系配管を中心とした調査を
踏まえ、水平展開

2次系配管を中心に実施

原
子
力
保
全
機
能
強
化
検
討
委
員
会

改善策

組織や業務フローの改善、調達管理の見直し、教育・訓練の見直し等、

再発防止対策を策定する



品質保証システム等の再構築に関わる具体的手順の一例
（現在検討中の内容を表したイメージ図）

ＲＣＡ 対策展開シート

対策整理表課題整理表

事実関係シート

出来事流れ図

当　　社 三菱重工業

点検対象部位を提案

定期点検工事を発注

報告書の受領

次回点検対象部位を協議

体系的なデータ蓄積

「管理指針」案作りを委託

点検リストの作成

個々の部位について余寿命評価

「管理指針」案の作成

三菱重工業が、管理指針に基づく
必要な点検箇所が、点検リストに
抜けていないかの確認が不十分

点検対象部位を測定

余寿命を再計算

（米国サリー2号事故発生）

「管理指針」を自主指針として位置付け

Ⅰ．「管理指針」が策定されるまで、および、
　　　　　　　　　　　　策定後適用されてから初めての二次系配管経年変化調査工事

（個々の定期点検工事）

当社が、管理指針に基づく
必要な点検箇所が、点検リストに
抜けていないかの確認が不十分

問題点

RCA　　【　Ⅰ．「管理指針」が策定されるまで、および、策定後
問題点 組織・教育等は十分か？

当社が、管理指針に基づく必要
な点検箇所が、点検リストに抜
けていないかの確認が不十分

本店、支社と発電所の点
検リストのチェックに係る
コミュニケーションが不足

配管減肉・経年変化管理
に対する専門知識が不
十分

当社がチェックの必要性
は認識していても実行し
ていなかった

膨大なデータをチェックす
るための機械化が不十
分

必要な業務量に見合った
人材資源が投入できてい
なかった

根本原因

問題点

事実関係 聞き取りと推定

①昭和６１年の米国サリー２号機事故もあ
り、こうして蓄積した大量の調査データをもと
に、２次系配管の点検指針をつくることとし、
委託契約を結んだ上で、指針案づくりを三菱
重工業に依頼。

②原案をもとに、当社ならびに三菱重工業
が、資源エネルギー庁と調整を進めた。

平成元年１０月委託報告書に指針の原案。
美浜３号機は指針案検討のためのモデルプ
ラント。この報告書は、中間報告書を同年５
月に受け取っており、その本文の表には、主
復水管オリフィス下流直管部について、美浜
１／３号機は使用できるデータなし，大飯１
号機は余寿命１２年，その他は減肉率が小
さいと記載されている。しかし、最終報告書
では、その表はなく、また、減圧オリフィスも
流量計オリフィスも含めたオリフィス下流部
全体が、主要部位から除外されている。た
だ、参考資料には、ＡＳＭＥ案と同様、偏流
を起こす箇所としてオリフィス下流部

 

【管理指針策定　昭和６２年～平成２年】  

課題整理表　　【　Ⅰ．「管理指針」が策定されるまで、および、策定後

問題点
その手順は守られていた
のか？

組織・教育は十分か？

当社が、管理指針に基づく必要
な点検箇所が、点検リストに抜
けていないかの確認が不十分

説明 －

①本店、支社と発電所の
点検リストのチェックに係
るコミュニケーションが不
足
②配管減肉・経年変化管
理に対する専門知識が
不十分
③膨大なデータをチェック
するための機械化が不十
分
④必要な業務量に見合っ
た人材資源が投入できて
いなかった

評価 － ×

課題

①本店、支社と発電所の
点検リストのチェックにか
かるコミュニケーション不
足
②配管減肉・経年変化管
理に対する専門知識が
不十分
③データをチェックするた
めの機械化が不十分
④スケルトン図や点検リ
ストを管理する人的資源
の不足

備考 課題

 

課  題 追加対策 

 

（ＲＣＡから抽出された課題） 

 

27．配管減肉・経年変化管理に対する専門知識・体

制が十分ではない。 

（ＭＥＴＩ中間報告書での記載内容） 

 外注管理における従業員の力量を向上させるため

の教育訓練などについても JEAC4111の 6.2項に規
定する人的資源に関する要求事項を踏まえ、積極的

に取り組む必要がある。一方、保安院としても、事

業者に対し、外注管理が定期事業者検査を行う事業

者の重要な責務であることを強く認識するよう求め

ることとする。(28p) 
 

 

 

〇過去トラブル事例に係る教育の充実 

〇事業者間で水平展開された知見について協力会社も

共有するシステムを構築 

〇電力とメーカで保全情報の共有化を行う仕組みづく

り 

〇現場立会い頻度や内容の強化を図り、併せてそのた

めの要員・体制の強化を実施 

 

 

課題

対策

これまでの対策及び今後とる対策（３／５）

　　■外注管理の充実

　　　　・外注管理に係るルール面において、以下の項目を充実・外注管理に係るルール面において、以下の項目を充実

調達先選定時に留意すべき観点調達先選定時に留意すべき観点

保安上、重要な案件については委託調査も含め、外部発注した業務についてそ保安上、重要な案件については委託調査も含め、外部発注した業務についてそ

の実施体制、手順等を確認する要領を充実の実施体制、手順等を確認する要領を充実

　■教育の充実

　　　　　　・２次系配管肉厚管理の重要性に係る教育の実施

　　　　・外注管理に係る教育の実施・外注管理に係る教育の実施

契約時の留意点、仕様書作成契約時の留意点、仕様書作成

当社の外注先の確認の重要性当社の外注先の確認の重要性

　　　　　　　　・技術基準適合性評価に係る教育の実施・技術基準適合性評価に係る教育の実施

　　　　　　　　・・過去トラブル事例に係る教育の充実過去トラブル事例に係る教育の充実

　　　　　　　　・監査員に係る教育の充実・監査員に係る教育の充実

　　　　　　　　・業務の計画の重要性に係る教育の充実・業務の計画の重要性に係る教育の充実

　　　　　　　　・協力会社との良好なコミュニケーションのための情操教育の実施・協力会社との良好なコミュニケーションのための情操教育の実施

根本原因対策への課題

事実を大きな
ブロックで表示

事実関係をエビデンスと
共に記載

根本原因究明

根本原因対策の
方向性整理 対策の一覧表示

対策への展開

9



安全衛生方針の表明

安全衛生目標の設定

安全衛生計画の作成

安全衛生計画の実施運用

システム監査

システムの見直し

関係者への周知

10

○ 労働安全衛生マネジメントシステムを導入する。（美浜発電所）

労働災害防止対策の徹底

○ 安全管理者が危険・有害情報を十分に把握した上で、安全管理活動に参画する。

○ 総括安全衛生管理者、安全管理者の安全衛生委員会への出席も含む、安全管

理活動の適正な運用を徹底する。

○ 作業者の迅速な避難を目的とした協力会社との緊急避難訓練（年２回以上）を実

施する。

日常的な点検・改善等

労働者の意見の反映

システムの
最重要項目

危険・有害要因の特定

実施事項の特定（＊）

＊次の優先順位で実施 (ILOのガイドラインより)

・危険有害要因及びリスクの除去

・発生源で管理

・最小限に抑制

・個人で防護

Ｐｌａｎ

Ｄｏ

Ｃｈｅｃｋ

Ａｃｔｉｏｎ



11

高経年化への対応

○ 高経年プラント（30年を超えるプラント）について、以下の対策などの安全確保
対策を当社が責任をもって実施する。

・30年を超える至近３回の定検で、再度、全箇所の肉厚測定を実施する。

・肉厚測定の結果、余寿命が10年未満の箇所は、以降、毎定検で肉厚測定を
実施し、減肉傾向が認められるものについては、それ以降、数回の定検でス
テンレス鋼など耐食性に優れた材料に取替える。

○ 経年劣化の診断をタイムリーに行い、設備の補修・取替え等、高経年化への積
極的な取組みを行う。（例えば原子炉容器上蓋の取替えなど）

地元との信頼回復（地域共生の充実）

○ 地域共生の観点から、原子力事業本部を福井県へ移転することを具体化する。

○ 福井県が進める「エネルギー拠点化構想」の具体化に積極的に協力するなど。

高経年化への対応・地元との信頼回復



当社プラントの肉厚測定状況 12

福井県原子力安全専門委員会開催実績

国の事故調査委員会

国の来福による説明等

： １２回

： ６回

： １４回

（美浜３号機事故以降の県及び国の対応状況）

○ 運転中の８プラントを計画的に停止して、また定期検査中の２プラ

ントについては停止中に２次系配管の肉厚測定を実施した。（美

浜３号機を除く）
・美浜2号機，高浜2号機，大飯4号機を第１グループとして8月中旬停止し、高浜2号

機，大飯4号機は９月上旬運転を再開した。

・その後、第２グループ、第３グループに分け、肉厚測定を行い、問題のないことを

確認した上、運転を再開した。

・また、美浜1号機及び美浜2号機は高経年プラントとして、追加の対策を検討の上、

運転を再開した。

○ 肉厚測定の計画における確認、肉厚測定の実施における現場で

の立会、運転再開における確認等、ステップ毎に国及び県がきめ

細かくご確認された。



まとめ

○ 美浜３号機の重大な事故を踏まえ、当面の対策にとどまらず、事実の

再確認、分析・評価及び根本原因の解明など、徹底的な原因究明を進

め、品質保証システムの確立、労働安全衛生マネジメントシステムの

導入、高経年化への対応等、 「組織」や「人」の視点も含め再発防止

対策の充実を図っていきます。

○ 原子力発電所は地元の信頼があってこそと肝に銘じ運営していきます。

○ 原子力発電所の運営は、立地地域の皆様の安全・安心が大前提であ

り、そのためには、まず事業者の努力が第一であります。また、立地地

域の皆様の安心を得るためには、事故の状況に応じた国や地元自治

体のご確認が必要となります。

13



参 考 資 料

参考－１－１ Ａ－復水配管破損箇所

－１－２ Ａ－復水配管破口部の状況（写真）

参考－２ 海外ＭＯＸ燃料体調達に関する品質保証活動の改善について



Ａ－復水配管破損箇所

海水

海水

放水口

冷却材ポンプ
原子炉容器

発電機
低圧タービン

復水器

低圧給水加熱器

高圧給水加熱器

高圧タービン

グランド蒸気復水器
第１

水

蒸気
蒸気

水

水

水

主給水ポンプ

脱気器

復水脱塩装置

復水ポンプ

循環水ポンプ

概略系統図

第４

第２

第３

A-復水配管
破口箇所

燃料

[復水配管の仕様]
外 径：約560mm
厚 さ：約10mm
最高内圧：約1.27 MPa
最高温度：約195 ℃
材 質：炭素鋼
流 量：約1,700 t/h・ﾙｰﾌﾟ

※

※

参考－１－１



Ａ－復水配管破口部の状況（写真）

管内面は光沢のある鱗状の模様

エロージョン・コロージョンによる
減肉が発生

配管が薄くなったため、内圧によ
り破口

エロージョン・コロージョン：
金属材料の腐食が流体の流れにより加速される現象

A 方向

拡大

参考－１－２



海外MOX燃料体調達に関する品質保証活動の改善について

参考－２

２－１：MOX燃料調達に係る改善経緯

２－２： BNFL製MOX燃料問題の主な原因

２－３：MOX燃料調達に係る品質保証の確立に向けた取り組み内容

２－４：MOX燃料調達における主要な改善点

２－５：MOX燃料調達に係る社内標準体系

２－６：MOX燃料調達に係る業務フロー(抜粋）



ＭＯＸ燃料調達に係る改善経緯

問題発覚
(H11.9.14)

「ＢＮＦＬ製ＭＯＸ燃料問題調査検討委員
会」で再発防止対策を検討し、報告書を提
出（H12.6.14）

「ＢＮＦＬ社製ＭＯＸ燃
料データ問題検討委
員会」で再発防止対策
（H12.6.22）

・電気事業法施行
規則改正

・通商産業省通達
（H12.7.14）

当社の対応

国の対応

原子力発電に関する
品質保証規格に対する対応

JEAG 4101-1993 JEAC 4111-2003（H15.9.30）

新省令施行（H15.10.1）

再発防止対策

①燃料調達業務
の仕組みづくり

②組織・体制の
整備

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
調
達
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
さ
ら
な
る
改
善

品質保証専門家の指導*による
調達業務の仕組みの充実

（＊:H13.4～6）

（
平
成
十
五
年
十
月
二
十
三
日
付
改
善
報
告
書
提
出
）

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
調
達
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
再
構
築

（１）社内標準へのJEAC4111-2003の取り込み
（H15.6）

（２）ロイド社の審査*；品質保証の仕組み充実
（*:H15.7）

参考－２－１



ＢＮＦＬ製ＭＯＸ燃料問題の主な原因

当社側の原因

海外燃料メーカー側の原因

・品質保証上の要求事項が不明確で体系化されていなかった

・加工前に、ＢＮＦＬ作業実態確認のためのシステム監査が実施されていなかった

・加工中に、加工作業の実施状況を確認していなかった

・異常事象等発生時の情報、特に当社にとって不都合な情報であっても規制当局に
報告するという意識が欠如していた

・作業が長時間で単調、品質管理の意識が薄い、異常時発生の連絡が不明確、等々

・品質管理の専門的な視点および独立した者によるチェックが不足していた

参考－２－２



契約時の品質要求事項の明確化

ＭＯＸ燃料
調達業務の
仕組みづくり

加工前のシステム監査

不適合管理の充実（異常事象等発生時の連絡体制の整備）

教育の充実および検査員・監査員の資格制度の導入

セルフチェックおよび内部監査の実施

品質保証計画の充実

組織・体制の強化

品質保証
活動を

組織・運営し、
評価する
仕組みづくり

ＭＯＸ燃料調達に係る品質保証の確立に向けた取り組み内容

加工期間を通じた社員の派遣および工程監査・検査・巡視

第三者機関の活用

品質記録の充実

：BNFL問題の対応 ：BNFL問題及び品質保証規格の対応 ：品質保証規格の対応

… ２－５，６

参考－２－３



当 社

燃料技術グループ 原燃品質・安全ｸﾞﾙｰﾌﾟ

作 成 審 査

元請会社 下請会社
（ＭＯＸ燃料メーカー）

契
約
前

ＭＯＸ燃料成型加
工標準仕様書

加
工
前

提出確認・承認
審 査

システム監査
協 力 実 施

加
工
中

巡視

異常事象等の
対外連絡

要求事項の明確化
・ＢＮＦＬ問題の再発防止対策を反映

異常事象等の連絡 異常事象等の連絡
異常事象等の連絡

異常事象等発生時の連絡体制の整備

審査業務の強化
・品質保証担当の審査

加工期間を通じた社員の派遣
・加工状況および品質保証活動を確認

品質保証計画書／品質管理計画書／試験検査要領書

工程監査
協 力 実 施

第三者機関の
活用

受審
監査の確認

海外ＭＯＸ燃料
メーカーに対して
実施する当社の
活動を確認

監査および
検査の確認

：改善箇所

ＭＯＸ燃料調達における主要な改善点

受審

事前監査の実施
下請会社に対する特別な確認事項
・設備の自動化
・品質管理データのセキュリティ確保
・教育
・異常事象等発生時対応 等

検査検査
移管

受審
等

受検

参考－２－４



ＭＯＸ燃料調達に係る社内標準体系

原子燃料部門
品質保証通達

原子燃料部門文書管理要綱

原子燃料部門
品質目標の設定・運用要綱

原子燃料部門
要員育成要綱準則

原子燃料部門
マネジメントレビュー他運営要綱

原子燃料業務要綱

原子燃料部門要員育成要綱

原子燃料契約業務要綱

原燃品質・安全業務要綱

原子力発電所原子燃料
濃縮・成型加工工事管理要綱

原子力発電所
ＭＯＸ燃料輸送要綱

原子燃料サイクル
異常事象等対応要綱

原子燃料輸送中事故
その他異常事象取扱要綱

原子燃料部門不適合管理、
是正処置および予防処置要綱

原燃品質・安全業務
要綱準則

ＭＯＸ燃料成型加工
標準仕様書

原子燃料輸送中事故
その他異常事象
取扱要綱準則

輸入燃料体検査申請書他
作成マニュアル

監査マニュアル

燃料成型加工標準仕様書
変更管理マニュアル

原子燃料設計評価マニュアル

原子燃料の成型加工に係る
燃料図面管理マニュアル

原子燃料の成型加工に係る
提出図書審査マニュアル

原子燃料の成型加工に係る
数量管理マニュアル

原子燃料の成型加工に係る
資格審査マニュアル

ＭＯＸ燃料輸送容器に係る
設計承認申請書作成マニュアル

ＭＯＸ燃料輸送容器に係る
容器承認申請書作成マニュアル

ＭＯＸ燃料輸送容器に係る
定期自主検査管理マニュアル

制定

改正

ＭＯＸ問題以降

取引先による法令等
違反に対する取引に
関する措置要綱指針

：２６件

： ４件

原子力発電の安全に
係る品質保証規程

Ｍ
Ｏ
Ｘ
調
達
プ
ロ
セ
ス
関
係
要
綱

Ｑ
Ｍ
Ｓ
関
係
要
綱

参考－２－５



当　　社フ

ェ

｜

ズ

業務内容 原子力事業本部

副事業本部長

(原子燃料担当)
原燃品質・安全グループ 燃料技術グループ その他のグループ 元請会社 MOX燃料成型加工会社

１

実

施

計

画

(1)
実施計画の

策定

(2)
調達先の資

格審査

・要求事項抽出

【発電Gr.】
発電計画策定

・仮引渡時期、輸送時期

・数量

・調達予定先(元請会社、MOX
燃料成型加工会社)

MOX実施計画(案)作成

・MOX実施計画書

承認

・MOX実施計画書(案)

MOX実施計画の通知
・MOX実
　施計画書受領

【原燃輸送Gr.】
　輸送時期等検討

Ⅰ 計画および契約

【発電Gr.、保安管理Gr.、
　　　原燃輸送Gr.】

受領

・発電計画

・ 品質保証、品質管理

・ ｷｬｽｸﾃﾞｰﾀ問題再発防

止対策

・ BNFL製MOX燃料
問題再発防止対策

是正要求：有
審査

修正

良　　・審査票

元請会社に対するMOX燃料
成型加工会社の資格審査の計

画(案)作成・資格審査計画書(案)

元請会社に対するMOX燃料
成型加工会社の資格審査計画

の策定後、通知

MOX 燃料成型加工会社の資
格審査の実施

元請会社による資格審査の受入

資格審査の結果提出

元請会社自身による是正措置

実施、またはMOX 燃料成型
加工会社への是正要求および

対応状況確認後、再提出

良　　・審査票

是正措置検討・実施

審査結果受領

・元請会社の管理能力

・MOX 燃料成型加工会
社の製造能力

審査

資格審査結果の承認、通知 承認通知の受領 資格審査合格の受領

良

・ 審査票

・ 是正措置要求書

・ 品質保証、品質管理

・ ｷｬｽｸﾃﾞｰﾀ問題再発防

止対策

・ BNFL製MOX燃料
問題再発防止対策

審査
是正要求：有

・ 審査票

・ 是正措置要求書 是正要求：有

・資格審査結果

・資格審査結果

・資格審査結果承認通知受領
・資格審査結果承認通知

・資格審査計画書

報告の受領

受領
・資格審査計画書

・MOX実施計画書

注：審査結果は所

管箇所である燃料

技術ｸﾞﾙｰﾌﾟを通じ

て元請会社に通知

される。

ＭＯＸ燃料調達に係る業務フロー（抜粋）

(1/13)

組織間のインターフェース
を標準類に規定

フェーズ移行時の意思決定者
を標準類に規定

必要な措置の完了を確認する
ことを標準類に規定

審査内容を明確にし、チェ
ックシート等に文書化

参考－２－６


